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研究要旨 

 本研究では被災地におけるこころのケアの体制づくりについて継時的に概観していくことを目

的とした。平成 23 年 3月 11 日の東日本大震災により岩手県沿岸の住民はメンタルヘルスの危機が

生じた。発災直後より岩手医科大学では以前の震災時に構築していたこころのケア体制を基盤とし

て、全学的なケア体制の中で活動を開始した。加えて、各関係機関との連携により被災地のこころ

のケアの方向性を検討し、こころのケアチームの窓口を岩手県に一本化した。こころのケアチーム

の活動は 2011 年 3月より岩手県沿岸で開始し、2012 年 2月より、岩手県こころのケアセンターを

設置し、長期的な支援体制を構築した。 
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A．研究目的 

平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災

津波は、国内観測史上類を見ない規模の大地震

と巨大津波、その後断続的に発生した余震によ

って、岩手県においても多くの尊い命と財産が

奪われた。 

 津波は、過去の津波を凌ぐ大規模なものであ

り、沿岸地域における人的、物的被害は想像を

絶するものであった。平成 25 年度になっても

今なお被災地では被災者が困難な生活を送っ

ている。本研究では、被災後のこころのケアの

地域における長期的な体制づくりを検討する

目的として、岩手医科大学におけるこころケア

活動の経時的な活動の実態を調査した。 

 

B．研究方法 

本研究では、平成 23 年 3月 11 日の東日本大

震災津波以後の岩手医科大学における被災地

のこころのケア活動を経時的に調査した。 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施にあたっては、個人を特定できる

情報は使用せず、倫理的配慮を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

１）こころのケア活動の準備期 

 岩手医科大学では、2004 年（平成 16 年）10

月 23 日の新潟県中越地震において精神科講座

担当者会議によるこころのケアチームの派遣

に協力させていただき、大学全体としての派遣

体制の構築が始まった。神経精神科学講座では

精神科医、附属病院医療相談室では精神保健福

祉士等医療ソーシャルワーカー、臨床心理室で

は臨床心理士、精神科病棟から看護師、事務職、

運転手という構成でのチーム編成体制がつく

られた。また、ケア活動で使用する医薬品の準

備は附属病院医務課と薬剤部が担当すること

になった。その後、岩手県における震災後のこ

ころのケアのマニュアルが整備され、全県的な



ケアの体制づくりが行われるようになった。  

その後、2008 年（平成 20 年）6月 14 日（土）

の岩手・宮城内陸地震でも岩手県こころのケア

チームの第一陣の派遣を行った。この時には、

新潟県中越地震での派遣体制を踏襲し、大学と

しての派遣や体制づくり、岩手県における実施

体制が円滑に行われた。岩手医科大学医学部神

経精神科学講座では自殺多発地域であった岩

手県久慈地域に自殺対策を実施していたが、同

地域では自殺対策の実務者ネットワークで、同

講座精神科医や災害支援に加わった久慈保健

所保健師、DMAT で協力した救命救急士らが災害

時のこころのケアの教育活動も行った。このよ

うな教育活動は、その直後に 2008 年 7月 24 日

岩手県沿岸北部地震での災害直後よりのここ

ろのケア活動でも、速やかな災害弱者の把握や、

地域全体のケア活動の計画立案に役立った。 

岩手県災害医療支援ネットワーク（岩手県担

当各課（保健福祉部、医療局など）、岩手医科

大学、岩手県医師会、日本赤十字病院、国立病

院機構）においても岩手医科大学神経精神科学

講座スタッフも参加し、災害医療の全体的な流

れの中でのこころのケアについての情報共有

や方法論提示等を行った。 

２）精神科救急システムの稼働 

 岩手医科大学は精神科救急ステムの常時対

応施設である。発災日である 3 月 11 日より精

神科救急対応が起動していた。 

３）初動期 

岩手医科大学では、附属病院災害対策本部が

立ち上げられ、附属病院の災害対策に関するこ

とや、岩手県の災害医療支援計画に関すること

や、沿岸各地の避難所の診療支援を一本化した。

また、岩手県等からの通常医師派遣要請に関わ

る医療支援体制に関わることや長期滞在型の

災害拠点病院等での診療応援に関することや、

大学としての行政への要望に関することなど

の対応を行うために災害時地域医療支援室が

設置され、被災学生の就学支援等については学

生支援対策室が担当した。これらの 3組織が岩

手医科大学東北地方太平洋沖地震緊急対策会

議のもとにまとめられ、総合的な支援の組織体

制を整備した。そして、3 月 15 日より 3 月 22

日まで、岩手医科大学における災害派遣医療チ

ームにメンタルヘルス関連各科（精神科、心療

内科、睡眠医療科）が加わり、岩手県沿岸での

災害医療を開始した。そして、初動での災害現

場での活動を行いながら、今後のこころのケア

の在り方を計画立案した。 

４）こころのケアチームの派遣 

現地では、避難所巡回、ハイリスク者訪問、保

健師など地域精神保健スタッフとの連携が必

要となる。たとえば、巡回や訪問にあたっては、

ルート確保、避難所情報など現場情報が必要と

なる。保健所や市町村など行政との連携なくし

て、継続的な活動は困難である。加えて、現場

の行政と連携や調整を行う必要がある。さまざ

まな支援チームを現地の行政が調整すること

は負担が大きい。このため、岩手県における支

援チームに関しても、当初より岩手県や岩手医

科大学、日本精神病院協会岩手県支部等の調整

を行い、窓口は岩手県に一本化して、現地との

調整を図る方針が出された。 

発災直後から平成 24年 3月まで全国から 30チ

ーム以上の「こころのケアチーム」の派遣をい

ただき、県、市町村、地域の関係機関が密接に

連携し、こころのケア対策を推進した。こころ

のケアチームは保健所、市町村との連携、指示

のもとで避難所巡回、相談、診療が行われた。

また、仮設住居への入居後も、継続して、保健

師の訪問への同行や、困難ケースのスーパーバ

イズなどの後方支援的活動や市町村保健師か

らの依頼ケースの対応も行われた 。 

 われわれも 3 月 24 日より岩手県北沿岸の久

慈地域において岩手県のこころのケアチーム

として、岩手県北沿岸医療圏の該当 4 市町村、

久慈保健所、久慈医師会と連携し、活動を開始

した。当初、ケアチームの活動は避難所巡回、

ハイリスク者の個別訪問、遺族支援、従事者ケ

アを中心として開始した。岩手医科大学での災

害時のこころのケアの活動は、岩手県における

モデル構築の位置づけとなることもあり、岩手

県障がい保健福祉課や岩手県精神保健福祉セ

ンターと相互補完的な協力体制をとってきた。

岩手医科大学では岩手県こころのケアチーム

として、久慈地域（久慈市、洋野町、野田村、

普代村）を担当した。災害の相談拠点である野

田村こころの健康相談センターを中心に、相談、

訪問、従事者教育、保健事業への協力などの支

援活動を行った。 



震災、津波発生当初は、避難、誘導を行い、傷

病者の救命、処置、経過観察が中心であった。

そして、医療者・医療資器材・薬品の状況確認

と確保を目標に、医療体制の再構築が行われた。

精神障害者への早期の対応も求められ、地元医

療機関では早期に医療機関が対応を行ってい

た 。加えて、被災者への支援物資の適切な配

布、避難所の衛生管理（新鮮な空気・暖かさ・

清潔保持・食事と水分）と環境整備（感染予防・

人間関係の調整・コミュニティへの配慮）が重

要であった。また、震災当初より遺族支援も開

始した。災害発生当初の遺族支援の目標は、ご

遺族の安否や生活状況、心理状態等を確認して、

見守り、支援を提供することであった。コンタ

クトは避難所巡回、こころのケアの相談、災害

支援の一環、役場窓口を訪れた際の確認等、遺

族の状況に寄り添いながら実施した。 

５）こころのケアセンター活動の開始 

災害発生当初は、医師、看護師、保健師、臨床

心理士、精神保健福祉士、社会福祉士など精神

科専門職で構成されるこころのケアチームが

被災地の保健所・自治体との連携・指示により

避難所での巡回相談や診療が行われる。東日本

大震災でも大規模災害であったため、県内の支

援だけではチームの充足は困難であり、全国の

病院や行政機関などから派遣を受けた。財源と

しても災害救助法の範疇で支援が提供されて

いた。その後、仮設住居が設置されていくと、

仮設住居への訪問や保健事業の支援が必要と

なる。避難所設置時期では被災住民へ集団的介

入が可能な時期であるが、仮設住居へ入居後は、

被災住民の個別介入が主体となる。岩手県にお

いても、平成 23 年 4 月より被災の影響が強い

自治体において震災こころの相談室を開設開

始し、個別相談や支援者へのスーパーバイズ等

が開始され、同年 8月までに最終的に 7か所に

設置された。 

 このような多職種専門職によるこころのケ

アチームによるこころのケアを中長期的に継

続していくために、こころのケアセンターによ

る事業が構築された。岩手県では、岩手県から

岩手医科大学内に業務委託により「岩手県ここ

ろのケアセンター」を同大学内に、「地域ここ

ろのケアセンター」を沿岸４か所に設置された。

こころのケアチームが行ってきた地域・地元市

町村支援を中心とした活動が基本となるが、先

に述べた中長期的には地域主体の精神保健活

動への移行が可能となるように支援すること

が目標となる。 

５）岩手県こころのケアセンターの活動概況 

１）平成 24 年度の岩手県こころのケアセンタ

ーの活動（平成２４年４月１日～平成２５年３

月３１日） 

相談支援 7,444 件（震災こころの相談室実施

回数 323回 1,294名 支援者面接 916件を含む） 

・市町村,関係機関等との連絡調整・ケース検

討等（会議参加 662 回 1,636 名 ケース検討会 

190 回） 

・住民健康教育,人材養成研修等(実施回数 352

回 参加人数 12,479 名) 

・サロン,仮設集会所等での活動への支援（実

施回数 48 回 参加人数 296 名） 

・地域保健活動（特定健診,全戸訪問等）への

支援（実施回数 1,627回 参加人数  2,455名） 

・支援者に対する研修,技術援助等（専門家に

よる同行訪問 167 件 スーパーバイズ 117 件 

 保健師向け技術支援研修会 5 回 参加人数 

266 名 センター職員研修会 97 回 参加人数 

580 名） 

２）平成 25 年度途中までの岩手県こころのケ

アセンターの活動（平成２５年４月１日～平成

２５年１２月３１日） 

・相談支援 7,999 件（震災こころの相談室実

施回数 206回 763名 支援者面接 1,478件を含

む） 

・市町村,関係機関等との連絡調整・ケース検

討等（会議参加 1,110 回 2,565 名 ケース検討

会 38 回） 

・住民健康教育,人材養成研修等(実施回数 290

回 参加人数 6,276 名) 

・サロン,仮設集会所等での活動への支援（実

施回数 73 回 参加人数 579 名） 

・地域保健活動（特定健診,全戸訪問等）への

支援（実施回数 1,900 回 参加人数 1,995 名） 

・支援者に対する研修,技術援助等（専門家に

よる同行訪問 564 件 スーパーバイズ 115 件 

 保健師向け技術支援研修会 11 回 参加人数 

207 名 センター職員研修会 145 回 参加人数 

484 名 

６）いわて子どもケアセンター設置 



平成 25 年 5 月に岩手医科大学にいわて子ども

ケアセンターが設置された。沿岸の児童精神医

学領域でのケアを実践するために、沿岸のサテ

ライトクリニック、矢巾の岩手医科大学内のセ

ンターにてケアや地域従事者の教育等の活動

を開始している。同学に設置されている岩手県

こころのケアセンターと連携をとりながら被

災地におけるこころのケアを実践している。 

 

Ｄ．考察 

こころのケアの中長期的目標としては、地域

が主体となること、そして地域の医療や保健活

動を通した被災住民の支援が行き届くこと、被

災住民が援助を求めたとき、支援を享受できる

体制を構築することである。そして、被災地が

健康な暮らしを享受しながら生活再建や地域

の復興を目指すことの基盤を支援していくこ

とがもとめられる。 

第一に、仮設住居入居が開始されると、それ

までの避難所の集団生活から個々の生活へ状

況が変化するため、巡回、訪問のニーズだけで

なく、援助希求を背景として相談の場を求める

ニーズも高まることを想定し、相談の拠点を整

備する必要がある。第二として、精神医学的介

入の強度を低下させていくときに、地域精神保

健福祉的介入を強め、最終的に住民主体で住民

力が向上するような目標が必要である。地域精

神保健的介入を実践する上で、関係従事者への

ケア的な視点や、教育的アプローチが求められ

る。第三として、地域への介入を検討する上で、

地域を被災状況やこれまでの精神保健的問題

からリスク区分し、それぞれの地域の状況に合

わせて介入を行うことを目標となる 。 

加えて、中長期には自殺対策事業の構築も重

要であり、平成 24 年 8 月に改正された自殺総

合対策大綱では、自殺対策として「４．心の健

康づくりを進める」の項目で、あらたに「（４）

大規模災害における被災者の心のケア、生活再

建等の推進」が課題として提示された。自殺対

策と災害支援はそれぞれに困難を抱えた人を

支援するというアプローチであり、方法論、シ

ステム、人材養成等で共役性がある。 

 

Ｅ．結論 

被災者のこころのケアの領域は大きく「医療」、

「保健」、「福祉」の三領域に区分される。医療

では、主に医療機関等による専門的ケアが実施

されている。具体的にあげると、うつ病、PTSD

をはじめとする災害ストレスと関連した精神

疾患の診断・治療等を行っている。また、すで

に精神障害にあったものが被災によるストレ

スに影響され、調子を崩し、その対処を行って

いる。 

 保健領域では、主に保健師達による予防介入

や健康増進活動としてこころのケアが実施さ

れている。健康相談、健診、スクリーニング等

で震災ストレスによって影響を受けている住

民に対する予防介入、住民に対する健康教育を

通しての健康増進活動、支援者に対する研修等

を通じた人材養成が行われている。 

 福祉領域は、行政の福祉担当課や社会福祉協

議会等による生活支援や見守り活動を実施し

たり、介護福祉領域の従事者が高齢者や障害者

への支援を行っている。たとえば、こころのケ

アとして、生活支援相談員（社協）や民生委員

等による訪問活動による見守り、仮設住宅集会

場でのサロン活動、包括支援センターによる介

護予防としてのこころのケアなどが行われて

いる。 

今だ地域は復興の真っ只中であるが、被災地

支援と自殺対策を連動させながら、今後もここ

ろのケアセンターを含めた被災地保健医療事

業を推進し、被災地住民や各地の心理的危機に

ある方々への支援が行き届くような仕組みづ

くりが推進される体制の構築が必要である。そ

して、健康を大切にする地域づくりを通して、

地域が再構築され、地域住民がこころの豊かな

生活を安心して享受できる社会につながる取

組を提供していくために、長期的な視点で支援

が提供されることが大切である 。 
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 特記事項なし。 
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 特記なし 
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  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 特記事項なし。 
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特記事項なし。 

 3.その他 

 特記事項なし。 

 

 

  



 

図１．被災地における支援体制 

 

 

医療

保健

福祉

被災地における支援体制

専門的ケア

健康増進

予防介入
医療化させない

専門ケアへ繋ぐこころの
ケアセンター

震災ストレス
相談室

訪問

健診

健康
教育

市町村
事業

民生委員

精神
保健
従事者

保健推進
委員

生活支援
相談員

食生活
改善
推進委員 訪問

コーディ
ネート

保健所

連
携

連
携

通常活動

地域見守り活動
介護等

リハビリテーション

通常活動その他

相
談

見
守
り

住
民

相談

相談

 


